


平成12年
児童虐待の防止等に関する法律成立

平成13年
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）成立

平成17年
厚生労働省「障害者虐待防止についての勉強会」

平成17年11月
高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律成立
附則2項
「高齢者〔65歳以下の者〕以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするも
の」（障害者等）に対する虐待の防止等のための制度については、速やかに検討が加えられ、その
結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする旨が定められた。

平成23年6月
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律成立

平成24年10月 法律施行
＊ 全都道府県で「障害者権利擁護センター」の業務を開始。また、合わせて全市町村が
単独又は複数の市町村で共同して「市町村虐待防止センター」の業務を開始。

障害者虐待防止法



川口市虐待防止条例

目 的

児童、高齢者及び障害者に対する虐待の防止と市民及び関係団体の責務と地域社
会の役割を明らかにし、虐待のない明るく住みよい地域社会を実現するもの

川口市児童、高齢者及び障害者に対する虐待の防止等に関する条例
平成２５年１０月１日施行

第６条 関係団体の責務
虐待の防止及び養護者等に対する支援の職務に携わる職員等の資質の向
上を図るための措置を講ずること。また、虐待を発見しやすい立場にあ
ることを認識し、虐待の早期発見に努めるとともに、市が実施する虐待
の防止及び養護者等に対する支援に関する施策に協力しなければならな
い。

第８条 通告又は通報
市民及び関係団体は、児童虐待防止法の規定による通告の義務、高齢者
虐待防止法及び障害者虐待防止法の規定による通報の義務を有している
ことを自覚し、これらの義務を怠らないようにしなければならない。



「障害者虐待」の定義

障害者
障害者基本法第2 条第1 項に規定する障害者と定義。
「身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心
身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により
継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態に
あるもの」障害者手帳を取得していない場合も含まれる。１８歳未
満の者も含まれる。

障害者虐待
（ア）養護者による障害者虐待
（イ）障害者福祉施設従事者等による障害者虐待
（ウ）使用者による障害者虐待 （第2 条第2 項）

虐待行為の禁止
「何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない」（第3条）



種 類 内 容 例 示

身体的虐待 障害者の身体に外傷が生じ、または生じる
恐れのある暴行を加えること

殴る、ける、たばこを
押し付ける

性的虐待 障害者にわいせつな行為をすること、また
は障害者にわいせつな行為をさせること

性交、性的暴力、性的
行為の強要

ネグレクト
（放棄・放任）

障害者の心理の正常な発達を妨げるような
著しい減食または長時間の放置、その他養
護者（支援者）としての義務を著しく怠る
こと

栄養不良のまま放置す
る、病気の看護を怠る、
他の施設職員の虐待行
為を放置すること

心理的虐待 障害者に対する著しい暴言または著しい拒
絶対応など、障害者に著しい心理的外傷を
与える言動を行うこと

成人の障害者を子ども
扱いするなど自尊心を
傷つける

経済的虐待 障害者の所持する年金を流用するなど、財
産の不当な処理を行うこと

同意を得ない年金の流
用など財産の不当な処
分

障害者虐待の類型



【早期発見・早期通報】

・虐待を受けたと思う障害者を発見した

者は速やかにこれを市町村に通報しな

ければならない 【第7条、15条、22条】

第16条 (職員が通報しても)
＊刑法の秘密漏示罪、守秘義務違反には該当しない

＊通報をしたことを理由に解雇・不利益な取扱いを

受けない。

虐待の疑いの段階
で通報義務がある



本市における障害者虐待通報・相談件数
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令和７年度の障害者虐待通報・相談件数詳細

令和7年度 通報１２５件

内 訳 養護者虐待 88件
施設従事者虐待 33件（内2件虐待の判断）
使用者虐待 4件

障害種別 身体障害者 13件
知的障害者 24件
精神障害者 79件
不明 9件

虐待種別 身体的虐待 101件
（複数該当あり） 経済的虐待 4件

心理的虐待 20件
性的虐待 1件
ネグレクト 5件



養護者等による虐待対応事例①

内容 家族から叩かれたと訴える精神障害者

通報者 本人よりＴＥＬ （精神保健福祉手帳２級 統合失調症 ３０代 男）

本人の思い

父の思い

父から叩かれた。初めてではない。ケガはない。１０代の頃からよく叩かれ
ていた。
継続B型の仲間に相談したら、虐待防止センターを教えてもらった。
父に自分障害の特徴を理解してもらいたい。

自分のことは自分でやってほしい。出しっぱなし、片付けできない。言って
もやらない。無駄遣いする。つい手が出てしまった。

方法

虐待コア会議開催、担当者を決め詳細の確認。
B型事業所で本人から聞き取り、サビ管立ち合い。また、自宅で父から聞き
取りを行った。
父へ障害者虐待について説明。父は理解し反省する。
本人の障害特性を理解するために同伴受診をすすめる。
父の相談先として、家族会を紹介。

結果
虐待として判断する。県へ報告。

父が家族会へ参加。息子の愚痴を話している。周りの家族も共感してくれ
る。父の暴力なくなった。２人暮らし続けている。

※事例は架空のものです



使用者による虐待対応事例②

内容
うつ病で休職していた身体（下肢）障害者への職場での対応で病
気の再発が心配

通報者 家族（妻） 対象者：身体障害者下肢４級

通報者の思い

夫がうつ病の治療をして回復し、職場に戻ったが上司や同僚から
の指示が多く処理できず残業が続いている。

職場には説明している、診断書も出ている。また、うつが悪化する
かもしれないと心配。身体障害については、配慮されている。

方法
当該企業への連絡。
事実確認の為、人事担当者、上司と面談。

結果

本人のうつ病について一部の社員は知っている。仕事の量は減ら
しているが、以前のように仕事できていない。身体障害については
社員も理解しているが精神障害はどう対応してよいか悩んでいる。
産業医と連携を取り、本人に負担のない仕事を検討する。
虐待の判断なし。職場改善で対応する。

※事例は架空のものです



障害者福祉施設従事者等による虐待対応事例③

内容 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ職員からの言葉がこわい（心理的虐待）

通報者 相談支援専門員 （対象者：療育手帳C 女 40代）

通報者の思い
入所者に対して、適切な支援につなげてほしい
障害者を下に見るような発言はしてほしくない
大きな声での指示はやめてほしい

方法

虐待コア会議開催、担当者を決め詳細の確認。
通報者は実際に現場を見たという。

当該事業所への訪問。事実確認の為、施設管理者、職員、本人及
び利用者.３名と面談。

結果

言葉遣いについて、普段から気を付けている。利用者が怖いと感
じたなら不適切な対応だったと受け止める。今後同じことが起きな
いように日ごろからスタッフには注意をしていく。定期的に虐待予
防研修を実施する。

虐待の判断に至らなかったが、不適切な支援として改善報告を求
める。

※事例は架空のものです



障害者（児）虐待に共通な構図

①虐待は密室の環境下で行われることが多い。
⇒送迎車やトイレなど

②障害者（児）の権利を侵害する小さな出来事から心身に傷を負
わせる行為にまでエスカレートしていく。
⇒呼称や言葉遣い、声のトーンなども大切

③職員が個々の障害特性に対する専門的な知識や技術がない
場合に起こりやすい。
⇒連続性の錯覚、慣れと感覚のマヒ

（平成１７年１０月２０日 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知より）



「身体拘束」とは

身体拘束とは、拘束される障害者本人の意思に関係なく、本人や周りの

人の安全のためという名目で、本人の身体的・物理的な自由を奪い、行動

を制限させることを指す。

【身体拘束の具体例】

①フィジカルロック
物理的な身体拘束をして身体の動きを制限すること。
例：車いすやベッドに紐やベルトで縛る。ベッドを柵で囲う。押さえつける。
鍵のかかる部屋に閉じ込める等。

②ドラッグロック
薬物の過剰投与、不適切な投与で行動を制限すること。
例：行動を落ち着かせるため、向精神薬を過剰に服用等。

③スピーチロック
言葉により行動を制限すること。
例：「ちょっと待ちなさい」「～しちゃダメ」「立ち上がらないで」等。



緊急やむを得ない場合の3要件
（切迫性）

障害者本人又は他の障害者等の生命又は身体が危険にさら
される可能性が著しく高い。
（非代替性）

身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替手法がない

（一時性）

身体拘束その他の行動制限が一時的で、できるだけ短い時間
に限られたものである。

緊急やむを得ない場合の必要な手続き

①組織による決定と個別支援計画への記載

②本人、家族等への十分な説明や同意

③必要な事項の記録



施設従事者等による虐待が起こる背景
★施設の風土、職員の倫理観
・施設の方針として体罰の容認

・弱い相手を対象にしているため、職員としての権威や裁量が増大する。

・虐待ではなく指導、しつけと考えている。または利用者のためという思い込み。

★専門性の不足
・専門的支援のスキルがないため、力で利用者を抑えようとする。

・利用者の行動の原因を理解できないため、問題が長期化する。

★過度な安全管理
・利用者の安全を理由に必要以上に管理を強める。

★虐待防止体制が整備されていない
・利用者の声を聞くシステムがない。

・職員の通告が生かされないシステム。

・マニュアル等が未整備。

★職員のストレス
・勤務形態、待遇などへの不満。

・マンパワーの不足・・・疲労の蓄積。

・相談できない



虐待かなと思ったら

【問い合わせ先】
・埼玉県虐待通報ダイヤル ♯７１７１ つながらない時は048-762-7533
・川口市障害者虐待防止センター（障害福祉課内） 048-259-7926
・埼玉県障害者権利擁護センター（職場における障害者虐待） 048-822-1297



【虐待防止に係る取組み】

①虐待防止委員会の定期開催

定期的（年１回以上）に開催し、検討結果を
従業者に対し周知徹底を図ることが義務化。

②従業者への研修の実施

研修の定期的（年１回以上）な実施が義務
化。

③虐待防止のための責任者の設置

虐待防止委員会や虐待防止研修の定期
開催について、適切に実施するための担
当者を配置することが義務化。

【身体拘束等の適正化に係る取組み】
（自立生活援助，就労定着支援，相談支援は対象外）

④身体拘束適正化検討委員会の開催

定期的（年１回以上）に開催し，検討結果
を従業者に対し、周知徹底を図ることが義
務化。

⑤指針の整備

事業所における身体拘束等の適正化の
ための指針の整備が義務化。

⑥定期的な研修の実施

従業者に対し、指針に基づいた研修プロ
グラムを作成し、定期的（年１回以上）に
研修を実施することが義務化。

Ｒ４年度から義務化となっている項目



まとめ
〇不適切な支援は虐待につながる 「虐待」と「虐待にあたらない行為」は、
明確に分けることは困難。

⇒不適切な支援は虐待につながる

〇支援は個人で抱え込まない ⇒ チームとして取り組む。

〇事業所として虐待が起きにくい仕組みづくり

⇒施設や事業所によっては「虐待の芽」を摘むため、自らが虐待や不適切な
支援として申し出て、行政と一体となり取り組み始めている。

〇日々の振り返りと利用者に対するアセスメントにより支援の質の向上に努
める。

⇒周囲の雰囲気や利用者との関係性から、知らず知らずのうちにグレーゾー
ンにつながっていることも多くある。


